
 

建企第３００１１－３６号  

令和７年１２月１２日  

 

県土整備部内各課長 

各土木事務所長 

上信自動車道建設事務所長 

八ッ場ダム水源地域対策事務所長 様 

下水道総合事務所長 

 

建設企画課長 剣持 康彦  

 

技術基準（維持管理業務委託に係る契約書等の一部改定）につ

いて（通知） 
 

 このことについて、下記により通知いたします。 

 

記 

 

１ 基 準 名 維持管理業務委託に係る契約書等の一部改定について 

２ 適用年月日 令和７年１２月１２日 

３ 基準作成課名 契約検査課、建設企画課 

４ 問い合わせ先 契約検査課 契約制度係 電話：027-226-3731 

建設企画課 技術調査係 電話：027-226-3531 

５ 区 分 新規 ・ 改定 ・ 廃止 ・ その他（資料送付）  

６ 通知の内容 別紙のとおり、維持管理業務委託に係る契約書等を

一部改定する。 

７ 通知を作成した

理由 

建設工事請負契約約款の改正に伴い、「維持管理業務

委託契約約款」の改定を行ったため。 

８ その他 

 

・改定後の「維持管理業務委託契約約款」については、

令和７年１２月１２日以降に公告等を行い、契約する

維持管理業務委託から適用するものとする。 

・令和７年１２月１１日以前に公告等を行った契約に

ついては、従前の例による。 

・本通知の適用をもって、令和７年３月２８日付建企

第 30011-66号 技術基準（維持管理業務委託に係る契

約書等の一部改定）については廃止とするが、令和７

年４月１日適用にて改定した「業務完了通知書（完了

通知書）」、「委託料請求書（請求書、請求内訳書）」の

様式についての取扱いは、本通知適用後も継続する。 



 

【注意事項】令和７年４月１日適用にて改定した様式

の取扱いについて（継続） 

建企第 30011-48号技術基準「工事関係書類の統一化」

の取扱いについて」（令和７年４月１日適用）に準じ、

以下のとおりとする。 

① 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの

期間については、移行期間として、改定前の様式も

併用できるものとする 

② 令和７年３月３１日以前に契約した維持管理業務

委託については、監督員と協議のうえ、改定後の様

式を使用できるものとする。 

③ 令和８年４月１日をまたぐ維持管理業務委託（繰越

や債務負担等）については、移行期間中に「改定前

の様式」を使用していた場合においても、令和８年

４月１日以降に作成する書類は「改定後の様式」を

使用すること。（令和８年４月１日以降は「改定後

の様式」は使用不可とする。 

９ 基準の公表 公表 ・ 非公表 ・ その他（） 
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別添条項 

維持管理業務委託契約約款 
 

（総則） 

第１条 （略） 

 

（関連工事等の調整） 

第２条 発注者は、受注者の実施する業務委託及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工事等が

実施上密接に関連する場合において、必要があるときは、その実施につき、調整を行うものとする。

この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う工事等の円滑な施工等に協

力しなければならない。 

２ 発注者は、受注者の実施する業務委託及び設計図書に示した他の機関の発注に係る他の工事等が実施上密接に関

連する場合において、必要があるときは、その実施につき、当該他の機関と調整を行うものとする。この場合にお

いては、受注者は、発注者の調整に従い、当該他の機関の発注に係る工事等の円滑な施工等に協力しなければなら

ない。 

 

（業務委託料内訳書及び作業実施表） 

第３条 受注者は、この契約締結後１０日以内に設計図書に基づいて、業務委託料内訳書及び作業実施

表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担額

をいう。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成２８年法

律第１１１号）第１０条に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費をいう。）並び

に建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）第二条第五項に規定

する特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとする。 

３ （略） 

 

（適正な労務費の確保等） 

第３条の２（Ａ） 発注者及び受注者は、業務委託料内訳書に明示される労務費が、労務費に関する基準（建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第３４条第２項に基づき中央建設業審議会が勧告する基準をいう。以下同

じ。）を踏まえた適正な労務費であることを確認する。 

２ 発注者は、前項の業務委託料内訳書に明示された労務費を含む業務委託料を受注者に支払わなければならな

い。 

３ 受注者は、次に掲げる事項を行わなければならない。 

(1) 適正な賃金をその雇用する技能者に支払うものとすること。 

(2) 労務費に関する基準を踏まえた適正な労務費を直接下請契約を締結する者（次号において「下請負人」

という。）に支払うものとすること。 

(3) 下請負人との間で、次に掲げる事項を約する契約を締結すること。 

イ 下請負人が適正な賃金をその雇用する技能者に支払うこと。 

ロ 下請負人が労務費に関する基準を踏まえた適正な労務費を当該下請負人が直接下請契約を締結する者

（ハにおいて「再下請負人」という。）に支払うこと。 

ハ 下請負人が、再下請負人との間で、建設工事標準下請契約約款第二条の二に定める事項を含む契約を締

別添条項 

維持管理業務委託契約約款 
 

（総則） 

第１条 （略） 

 

（関連工事等の調整） 

第２条 発注者は、受注者の実施する業務委託及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工事等が

実施上密接に関連する場合において、必要があるときは、その実施につき、調整を行うものとする。

この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う工事等の円滑な施工等に協

力しなければならない。 

（新設） 

 

 

 

 

（業務委託料内訳書及び作業実施表） 

第３条 受注者は、この契約締結後１０日以内に設計図書に基づいて、業務委託料内訳書及び作業実施

表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。 

 

 

 

 

３ （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約

款の改正に伴い新設 

 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約

款の改正に伴い改定 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約

款の改正に伴い新設 
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結すること。 

ニ 受注者からの求めに応じて、イ及びロの支払並びにハの契約を締結したことに関する書面を提出するこ

と。 

４ 発注者は、受注者に対して、適正な労務費の確保等のためその他必要があると認められるときは、理由を付

して、相当の期間を定めて、次に掲げる書面の提出を求めることができる。 

(1) 前項第１号の支払に関する書面 

(2) 前項第２号の支払に関する書面 

(3) 前項第３号の契約を締結したことに関する書面 

５ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、前項各号に掲げる書面を提出するものとする。 

 

（適正な労務費の確保等） 

第３条の２（Ｂ） 発注者及び受注者は、業務委託料内訳書に明示される労務費が、労務費に関する基準（建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第３４条第２項に基づき中央建設業審議会が勧告する基準をいう。以下同

じ。）を踏まえた適正な労務費であることを確認する。 

２ 発注者は、前項の業務委託料内訳書に明示された労務費を含む業務委託料を受注者に支払わなければならな

い。 

３ 受注者は、次に掲げる事項を行わなければならない。 

(1) 適正な賃金をその雇用する技能者に支払うものとすること。 

(2) 労務費に関する基準を踏まえた適正な労務費を直接下請契約を締結する者に支払うものとすること。 

４ 発注者は、受注者に対して、適正な労務費の確保等のためその他必要があると認められるときは、理由を付

して、相当の期間を定めて、次に掲げる書面の提出を求めることができる。 

(1) 前項第１号の支払に関する書面 

(2) 前項第２号の支払に関する書面 

５ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、前項各号に掲げる書面を提出するものとする。 

注第３条の２は（Ａ）又は（Ｂ）を使用し、使用しない場合は削除する。 

 

第４条から第７条まで （略）  

 

（下請負人の社会保険等加入義務等） 

第７条の２（Ａ） 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法         

       第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保

険等未加入建設業者」という。）を下請負人としてはならない。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

（２） 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

（３） 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

２（略） 

 

第７条の２（Ｂ） 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法         

     第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保

険等未加入建設業者」という。）を下請契約（受注者が直接締結する下請契約に限る。以下この条

において同じ。）の相手方としてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条から第７条まで （略）  

 

（下請負人の社会保険等加入義務等） 

第７条の２（Ａ） 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法（昭和２４年法律

第１００号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保

険等未加入建設業者」という。）を下請負人としてはならない。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

（２） 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

（３） 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

２（略） 

 

第７条の２（Ｂ） 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法（昭和２４年法律

第１００号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保

険等未加入建設業者」という。）を下請契約（受注者が直接締結する下請契約に限る。以下この条に

おいて同じ。）の相手方としてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約

款の改正に伴い新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約

款の改正に伴い改定 

 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約

款の改正に伴い改定 
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（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

（２） 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

（３） 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

２（略） 

 

第８条から第２２条まで （略） 

 

（履行期間の変更方法） 

第２３条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日か

ら１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとす

る。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第２２条の場合にあっては発注者が履行期間

変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が履行期間変更の請求を受けた日）から７日以

内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することが

できる。 

３ 発注者は、第１項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨をできる限り勘案し十分な協議を

行うように留意するとともに、受注者との間で協議が整わなかったこと又は当該協議に関して受注者

が第５９条に規定するあっせん若しくは調停を請求したこと又は第６０条に規定する仲裁を申請した

ことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。 

 

 

（業務委託料の変更方法等） 

第２４条 業務委託料の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日

から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとす

る。ただし、業務委託料の変更事由が生じた日から１４日以内に協議開始の日を通知しない場合に

は、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ 発注者は、第１項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨をできる限り勘案し十分な協議を

行うように留意するとともに、受注者との間で協議が整わなかったこと又は当該協議に関して受注者

が第５９条に規定するあっせん若しくは調停を請求したこと又は第６０条に規定する仲裁を申請した

ことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。 

４ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注者が負担

する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく業務委託料の変更） 

第２５条 発注者又は受注者は、履行期間内で委託契約締結の日から１２月を経過した後に日本国内に

おける賃金水準又は物価水準の変動により業務委託料が不適当となったと認めたときは、相手方に対

して業務委託料の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残業務委託代金額（業務委託

料から当該請求時の出来形部分に相応する業務委託料を控除した額をいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。）と変動後残業務委託代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残業務

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

（２） 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

（３） 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

２ （略） 

 

第８条から第２２条まで （略） 

 

（履行期間の変更方法） 

第２３条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日か

ら１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとす

る。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第２２条の場合にあっては発注者が履行期間

変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が履行期間変更の請求を受けた日）から７日以

内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することが

できる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（業務委託料の変更方法等） 

第２４条 業務委託料の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日

から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとす

る。ただし、業務委託料の変更事由が生じた日から１４日以内に協議開始の日を通知しない場合に

は、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

（新設） 

 

 

 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注者が負担

する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく業務委託料の変更） 

第２５条 発注者又は受注者は、履行期間内で委託契約締結の日から１２月を経過した後に日本国内に

おける賃金水準又は物価水準の変動により業務委託料が不適当となったと認めたときは、相手方に対

して業務委託料の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残業務委託代金額（業務委託

料から当該請求時の出来形部分に相応する業務委託料を控除した額をいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。）と変動後残業務委託代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残業務
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委託代金額に相応する額をいう。以下次項において同じ。）との差額のうち変動前残業務委託代金額

の１０００分の１５を超える額につき、業務委託料の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残業務委託代金額及び変動後残業務委託代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等

に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わな

い場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により業務委託料の変更を行った後再度行うことができ

る。この場合においては、同項中「委託契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく業務委

託料変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により履行期間内に主要な使用材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、業務

委託料が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、業務委託料の変更

を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、履行期間内に日本国内において急激なインフレーショ

ン又はデフレーションを生じ、業務委託料が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前

各項の規定にかかわらず、業務委託料の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、業務委託料の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。た

だし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知

する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知し

なければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から

７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知する

ことができる。 

９ 発注者は、第３項又は第７項の協議に当たっては、受注者からの意見の趣旨をできる限り勘案し十

分な協議を行うように留意するとともに、受注者との間で協議が整わなかったこと又は当該協議に関

して受注者が第５９条に規定するあっせん若しくは調停を請求したこと又は第６０条に規定する仲裁

を申請したことを理由として不利益な取扱いをしてはならない。 

 

第２６条から第３３条まで （略） 

 

（前金払及び中間前金払） 

第３４条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の業務委託完了の時期を保証期限とする公共工事の

前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結

し、その保証証書を発注者に寄託して、業務委託料の１０分の４以内の前払金の支払いを発注者に請

求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手

方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者

は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１４日以内に前払金を支

払わなければならない。 

４ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金に関する保

証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、業務委託料の１０分の２以内の中間前払金の支

払いを発注者に請求することができる。この場合においては、前項の規定を準用する。 

委託代金額に相応する額をいう。以下次項において同じ。）との差額のうち変動前残業務委託代金額

の１０００分の１５を超える額につき、業務委託料の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残業務委託代金額及び変動後残業務委託代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等

に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わな

い場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により業務委託料の変更を行った後再度行うことができ

る。この場合においては、同項中「委託契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく業務委

託料変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により履行期間内に主要な使用材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、業務

委託料が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、業務委託料の変更

を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、履行期間内に日本国内において急激なインフレーショ

ン又はデフレーションを生じ、業務委託料が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前

各項の規定にかかわらず、業務委託料の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、業務委託料の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。た

だし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知

する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知し

なければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から

７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知する

ことができる。 

（新設） 

 

 

 

 

第２６条から第３３条まで （略） 

 

（前金払及び中間前金払） 

第３４条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の業務委託完了の時期を保証期限とする公共工事の

前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結

し、その保証証書を発注者に寄託して、業務委託料の１０分の４以内の前払金の支払いを発注者に請

求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手

方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者

は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１４日以内に前払金を支

払わなければならない。 

４ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金に関する保

証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、業務委託料の１０分の２以内の中間前払金の支

払いを発注者に請求することができる。この場合においては、前項の規定を準用する。 
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５ 受注者は、前項の中間前払金の支払いを請求しようとするときは、あらかじめ、発注者又は発注者

の指定する者の中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合において、発注者又は発注

者の指定する者は、受注者の請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受注者に通

知しなければならない。 

６ 受注者は、業務委託料が著しく増額された場合においては、その増額後の業務委託料の１０分の４

（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは１０分の６）から受領済みの前払金額

（中間前払金の支払いを受けているときは、中間前払金額を含む。以下この条及び次条において同

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（中間前払金の支払いを受けているときは、中

間前払金を含む。以下この条及び次条において同じ。）の支払いを請求することができる。この場合

においては、第３項の規定を準用する。 

７ 受注者は、業務委託料が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後の業務委託

料の１０分の５（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは３分の２）を超えると

きは、受注者は、業務委託料が減額された日から３０日以内にその超過額を返還しなければならな

い。 

８ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると

認められるときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、業務委託料が

減額された日から７日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

９ 発注者は、受注者が第７項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項

の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条第１項の

規定に基づき定められた率の割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

 

第３５条 （略） 

 

（前払金の使用等） 

第３６条 受注者は、前払金（中間前払金を除く）をこの業務の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機

械購入費（この業務において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、

仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払いに充当しては

ならない。ただし、前払金額の１００分の２５を超えない範囲で、前払金をこの業務の現場管理費及び一般

管理費等のうちこの業務の実施に要する費用に係る支払いに充当することができる。 

２ 受注者は、中間前払金をこの業務の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この業務において償

却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料

に相当する額として必要な経費以外の支払いに充当してはならない。 

 

第３７条から第４４条まで （略）  

 

（発注者の任意解除権） 

第４５条 発注者は、業務が完了するまでの間は、第４７条又は第４８条の規定によるほか、必要があ

るときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、前項の中間前払金の支払いを請求しようとするときは、あらかじめ、発注者又は発注者

の指定する者の中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合において、発注者又は発注

者の指定する者は、受注者の請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受注者に通

知しなければならない。 

６ 受注者は、業務委託料が著しく増額された場合においては、その増額後の業務委託料の１０分の４

（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは１０分の６）から受領済みの前払金額

（中間前払金の支払いを受けているときは、中間前払金額を含む。以下この条及び次条において同

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（中間前払金の支払いを受けているときは、中

間前払金を含む。以下この条から第３６条までにおいて同じ。）の支払いを請求することができる。

この場合においては、第３項の規定を準用する。 

７ 受注者は、業務委託料が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後の業務委託

料の１０分の５（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは３分の２）を超えると

きは、受注者は、業務委託料が減額された日から３０日以内にその超過額を返還しなければならな

い。 

８ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると

認められるときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、業務委託料が

減額された日から７日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

９ 発注者は、受注者が第７項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項

の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条第１項の

規定に基づき定められた率の割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

 

第３５条 （略） 

 

（前払金の使用等） 

第３６条 受注者は、前払金         をこの業務の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機

械購入費（この業務において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、

仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払いに充当しては

ならない。 

 

（新設） 

 

 

 

第３７条から第４５条まで （略）  

 

（発注者の任意解除権） 

第４５条 発注者は、業務が完了するまでの間は、次条又は第４８条の規定によるほか、必要があると

きは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 
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第４５条の２から第５５条まで （略）  

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第５５条の２ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この項に

おいて同じ。）が、次の各号のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、業務

委託料額（この契約締結後、業務委託料額の変更があった場合には、変更後の業務委託料額）の１０

分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

（１） この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律

第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である

事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対

し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定

に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき

（独占禁止法第７条の４第１項の規定に基づき課徴金の納付を命じない場合を含む。）。 

 （２） この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法 （明治４

０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第 ９５条第１項第１号

に規定する刑が確定したとき。 

２ （略） 

 

第５６条から第５９条まで （略）  

 

（仲裁） 

第６０条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の群馬県建設工事紛争審査会のあっせん又は調

停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、

同審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第６１条 この約款において書面により行わなければならないこととされている催告、請求、通知、報告、

申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法を用いて行

うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。 

 

（補則） 

第６２条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 

 

 

 

 

 

 

 

第４５条の２から第５５条まで （略）  

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第５５条の２ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この項に

おいて同じ。）が、次の各号のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、業務

委託料額（この契約締結後、業務委託料額の変更があった場合には、変更後の業務委託料額）の１０

分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

（１） この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律

第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である

事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対

し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定

に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき

（独占禁止法第７条の２第１０項の規定に基づき課徴金の納付を命じない場合を含む。）。 

 （２） この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法 （明治４

０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第 ９５条第１項第１号

に規定する刑が確定したとき。 

２ （略） 

 

第５６条から第５９条まで （略）  

 

（新設） 

 

 

 

 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第６０条 この約款において書面により行わなければならないこととされている催告、請求、通知、報告、

申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法を用いて行

うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。 

 

（補則） 

第６１条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条項追加 

 

 

 

 

 

条項追加に伴い改定 

 

 

 

 

条項追加に伴い改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


